
 

 

平成 19 年 12 月 20 日 

各    位 
会  社  名   井 関 農 機 株 式 会 社 
代 表 者 名   取締役社長  蒲生誠一郎 
コード番号    ６３１０ 
上場取引所   東証第１部、大証第１部  
問 合 せ 先   常務取締役  多 田  進   

（TEL.03－5604－7710） 

 

 

株式会社東京証券取引所への「改善状況報告書」の提出について 
 
 
 
 当社は、平成 19 年 6 月 7 日提出の「改善報告書」に関し、有価証券上場規程第

503 条第 1 項の規定に基づき、改善措置の実施状況及び運用状況を記載した「改善

状況報告書」を、本日、添付のとおり提出いたしましたのでご報告いたします。 

 

別添書類：改善状況報告書 

以 上 

 





 

邦栄製造所は平成 16 年 3 月の原価計算処理において、製品の製造原価（＝売上

原価）を減少させ、帳簿上の仕掛品在庫を増加させて利益を操作しておりました。 

  また、以降の 9月中間決算および 3月期末決算においても上記 3製造子会社は

同様の処理を行っておりました。 

② 貯蔵品および建設仮勘定の過大計上 

熊本製造所において行われておりました。 
具体的には、 
・平成 17 年 3 月に製品の生産用に使用した変動費（材料費・外注部分品費・

外注加工費）を「貯蔵品」に振替え、同額を製品製造原価の変動費を減少さ

せて利益を操作しておりました。 

・平成 17 年 3 月に製品製造原価費用のうち固定費（労務費等）を「建設仮勘

定」に振替え、利益を操作しておりました。以降の平成 17 年 8 月および平

成17年12月から平成18年3月においても同様の処理を行っておりました。 

なお、平成 17 年 3 月分は同年 5 月に、平成 17 年 8 月分は同年 11 月に、

固定資産に振替えておりました。 

・平成 18 年 3 月に製品の生産用に使用した変動費を「建設仮勘定」に振替え、

同額を製品製造原価の変動費を減少させて利益を操作しておりました。 

③ 買掛金の過少計上 
 熊本製造所および邦栄製造所において行われておりました。 
 熊本製造所においては、 
・平成 18 年 3 月および 6 月から 9 月に仕入請求額の減額処理を行い利益を操

作しておりました。なお、取引先への支払いには影響させないように操作し

ておりました。 

・平成 17 年 11 月から平成 18 年 3 月の間、買掛金の一部の計上を遅らせて利

益を操作しておりました。 

邦栄製造所においては、 

・平成 18 年 9 月に仕入計上すべきものの一部を 10 月に仕入計上し、利益を操

作しておりました。 

④ 前払費用の過大計上 
         熊本製造所において行われておりました。 

具体的には、平成 18 年 3 月および 9月に人員派遣実績を水増しし、その金額 

を前払費用に計上して人件費を減少させて利益を操作しておりました。 

 

     上記の不適切な会計処理により、平成 16 年 3 月期から平成 19 年 3 月期中間期の

連結・個別の業績に影響を及ぼすことになり、平成 19 年 5 月 24 日に「過年度決算

短信（連結・個別）の一部訂正について」でその旨を公表するとともに、有価証券 
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報告書および半期報告書の訂正報告書を関東財務局に提出いたしました。 

 
（

  当

できなか

① 関与

② 開発

③ 製造

定

上

（

① 風

３）不適切な会計処理の原因と長期間発見できなかった理由 

社の社内調査において、不適切な会計処理が行われた原因とそれを長期間発見 

った理由として結論付けた事項は、以下のとおりです。 

者においてコンプライアンス意識が欠如していたこと 

製造本部・開発製造業務部における製造子会社監理が不十分だったこと 

具体的には、イ．製造原価の管理が十分に行われていなかったこと、ロ．当社開

発製造本部において製造子会社への管理・指導が不足しており、同本部における

製造子会社への牽制機能も脆弱であったこと、ハ．期末棚卸における棚卸差異の

原因究明が不十分であったことと最終棚卸確定に際してチェックが行われる体

制になかったこと、ニ．ＩＴによる牽制機能に不備があったこと、等が問題で  

あったと考えております。 

子会社に対する内部監査体制に不備があったこと 

④ 製造子会社において、財務担当など専門性の高い分野の人事が長期にわたり固

化していたこと 

 
２．改善措置 

記の１．（３）記載の原因と長期間発見できなかった理由に対する再発防止に向けた

改善措置として改善報告書に記載した内容は次のとおりです。 

 

１）コンプラアインス重視の経営 

通しの良い企業風土の確立 

イ．開かれた組織づくり 
外部委員会の報告書の「不正や不祥事件を未然に防止するためだけではなく

経営の効率化を実現するためにも、井関経営陣は長期的課題として、グループ

内において部門間、部署間、会社間の風通しを良くすること、すなわち開かれ

た組織にすることに、今後取組んでいくべきと考える。」との指摘を真摯に受

け止め、「開かれた組織づくり」の実現を目指す。当面は、社長が先頭に立ち、

全役員が製造子会社および販売子会社の訪問を行い、直接対話を通じて現場主

義の徹底に率先垂範で取組む。 
ロ．「倫理ホットライン」の周知徹底および充実 

平成 18 年 4 月に導入した、「倫理ホットライン」（＝内部通報制度）を再度

グループ全員に周知徹底する。  
  また、「倫理ホットライン」に、当社の協力業者等を対象とした外部通報窓

口を設置するなど、「倫理ホットライン」自体の機能の充実に向けた施策を並 
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行して行う。 

 
② 役

③ 「

（

① 「

職員のコンプライアンス意識の向上 

イ．連結子会社社長から「経営者確認書」提出の制度化 
連結子会社における決算が適正に行えるよう、グループ統一の会計処理に係

るチェックリストを作成、連結子会社に配布した。 
当該チェックリストは、各連結子会社社長が確認したうえで、連結子会社の

決算書提出の際に「経営者確認書」に添付して井関農機社長宛に提出すること

とした。（平成 19 年 3 月期決算より実施） 

    ロ．コンプライアンス研修 

       本年 6月に、グループ全体の管理責任者に対し、外部専門家によるコンプラ 

イアンス研修を実施する。今後、年 2回同様の研修を実施する。 

また、7 月の「グループ社長会」で外部講師によるコンプライアンス研修を

実施する。今後、年 1回同様の研修を実施する。 

本年度は、上記以外の役職員に対して「コンプライアンスチーム」が中心と

なりコンプライアンス研修を実施する。次年度以降もグループの管理職クラス

および管理部門を対象にコンプライアンス研修を計画的に実施する。   

 
経営監理委員会」の設置 

本年 6月 1日付で、「経営監理委員会」を設置。「経営監理委員会」は、不適切

な会計処理の発生を防止し、適正な取引と会計処理の維持ならびにコンプライア

ンスの徹底を図ることを目的とし、月 1回開催する。 

改善報告書記載の再発防止策について各担当部門からの報告を受けて、その進

捗をフォローするとともに、グループの事業全般にかかわるコンプライアンス上

の課題について審議し、必要な対応策を講じる。 

   社長を委員長として全取締役で構成し、監査室長と内部統制監理室長が事務局

を担当。また、常勤監査役（4名）もオブザーバーとして出席。 

 

２）開発製造本部にかかわる組織体制と業務プロセスの改善 

業務監理室」の新設 

      本年 6月 1日付で、開発製造本部長の下に「業務監理室」を新設。 

「業務監理室」の具体的役割は以下のとおりです。 

イ．製造原価の監理業務（開発製造業務部より移管） 

ロ．原価等の推移に係るモニタリング（指数の設定およびチェック） 

ハ．製造子会社における最終棚卸確定までのチェックとフォローアップ 
ニ．ＩＴによる統制強化を図るためのシステム改善 
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ホ．開発製造本部および製造子会社のコンプライアンスのフォローアップ 

 

また、以上のモニタリングの状況等を、毎月「経営監理委員会」に報告する。 
 

   ② 製造子会社に対する管理指導の充実およびコミュニケーションの活性化 

      開発製造本部の開発製造業務部は、グループ管理体制の充実を図るとともに、

製造子会社との間のコミュニケーションの活性化に努める。 
 

（３）モニタリング体制の強化 

① 監

② 製

査室の強化 

人員を 4名から 7名（うち 1名はＩＴ要員）に増員し、従来、販売子会社は年     

１回、製造子会社は 2年に 1回程度であった監査室における内部監査を、今後は

最低年１回実施できるようにする。 

  これに加えて、製造子会社については、年 2回の決算監査を実施する。 

      また、監査結果を毎月「経営監理委員会」に報告する。 
 

造子会社以外の連結子会社に対する経常的モニタリング機能強化 

連結販売子会社および営業関連会社（以下、販売子会社等）においては、今回     

の不適切な会計処理とは直接関係ありませんが、当社グループ全体のモニタリン

グ機能を強化するため、以下の施策を行うこととしました。 

イ．販売子会社等の社内監査体制の整備 

・比較的規模の大きい販売子会社等に社内監査担当者を配置 

・それ以外の販売子会社等は、管理部門担当者もしくは管理者が定期的な社

内監査を実施 

・上記の社内監査に際して共通の監査基準を制定（5月制定済み） 

・監査結果については自社の取締役会に報告すると共に、写しを井関農機の

後述「営業業務監理室」および監査室宛提出する体制を構築 

ロ．「営業業務監理室」の設置 

本年 6月 1日付で、営業本部長の下に、販売子会社等に対するモニタリン

グ機能を担う「営業業務監理室」を新設。 

「営業業務監理室」は、販売子会社等の社内監査実施状況のフォロー、共

通棚卸基準の制定、売掛債権・棚卸資産の月次実績推移の把握および期末棚

卸最終確定状況のフォロー、コンプライアンスのフォローアップを行う。 

また、以上のモニタリングの状況等を、毎月「経営監理委員会」に報告す

る。 
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③ 業

（

務の標準化 

今後の内部統制監査制度の導入に併せて、財務報告に係る業務のフローチャー

トや業務記述書を作成し、「内部統制推進委員会」（前述の「経営監理委員会」と

同日開催）でフォローアップを行う。（平成 20 年 3 月完成を目途） 

 
４）管理部門の計画的な人事ローテーション 

製造子会社間、製造子会社と開発製造本部間などでの計画的なローテーションの

実施や、経理の専門知識を有する人材を採用する。 
 
 
３．改善措置の実施・運用状況等 

  上記２．記載の改善措置についての実施・運用状況等は以下のとおりです。 
 
 （１）上記２．（１）コンプライアンス重視の経営 

   ① 風通しの良い企業風土の確立 

    イ．開かれた組織づくり 
製造子会社が、不適切な会計処理に手を染めざるを得ないほど追い込まれな

がら、当社の経営陣や直轄の諸部門に訴えることがなかったという点を深く反

省し、風通しの良い企業風土の確立（開かれた組織づくり）が必要不可欠であ

るとの認識のもと、当社の社長以下全取締役が従業員との直接対話による現場

主義の徹底に取組んでおります。 
       平成 19年 6月 11日から 9月 5日の間に全国の販売子会社の営業所および特

約店等 479 ヶ所を社長以下取締役 9名が分担して訪問し、現地の従業員等から

意見・要望を直接聴取いたしました。聴取した 1,458 件の意見・要望について

は、改善策等も含めて各販売子会社に回答しております。 

       また、開発製造部門および製造子会社ならびに一部の関連会社について、管

理職を対象に、10 月 20 日から 12 月 2 日の間で当社社長と副社長による懇談会

を開催し、質疑・応答を実施しております。課題については開発製造本部と製

造子会社が一体となって、改善を具体化し取組むことなどが確認されておりま

す。 

       今後も計画的に販売子会社および製造子会社の訪問を行い、風通しの良い企

業風土の確立に取り組んでまいります。 
 

ロ．「倫理ホットライン」の周知徹底および充実 
平成 18 年 4 月 1 日に、当社グループ全従業員を対象に「グループ内部通報

制度(名称：倫理ホットライン)」を制定しスタートさせましたが、今回の不適 
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切な会計処理発覚の経緯から、内部通報制度が機能していなかったのではない

かとの反省に立ち、内部通報制度の周知徹底に取組んでおります。 

平成 19 年 5 月に、当社連結子会社の社長宛に「グループ内部通報制度」の

全従業員への周知徹底の文書および全職場掲載用の「グループ内部通報制度

（倫理ホットライン）」のポスターを送付するとともに、当社グループ誌  

（名称：「はぐるま」）の 6月号に「倫理ホットライン」の紹介記事を掲載いた

しました。 

  また、全従業員に配布している小冊子「井関グループ倫理行動規範」の行動

規範について、グループ誌「はぐるま」に掲載してきた各項目を抜粋した「倫

理行動規範ポイント解説」を 10 月に発行し、全グループ会社および全部署に

配布するとともに、小冊子「井関グループ倫理行動規範」に「倫理ホットライ

ン」について掲載した改訂版を 11 月に発行し、全従業員に再配布いたしまし

た。 

なお、平成 19 年 6 月には、「倫理ホットライン」の対象を当社の協力業者等

に拡大し、資本金 10 億円未満、購入金額 1,000 万円以上の開発製造関連取引

先および施設関連メーカーの計 258 社に対して『「倫理ホットライン」のお知

らせ』文書を送付いたしました。 
平成 18 年 4 月から平成 19 年 11 月末までの「倫理ホットライン」への通報

実績は 7件であり、窓口である人事勤労部が「内部通報制度運用規程」に従い

適切に対応しております。 

 

② 役職員のコンプライアンス意識の向上 

イ．連結子会社社長から「経営者確認書」提出の制度化 
適正な会計処理を徹底するための「経営者確認制度」については、平成 19

年度中間決算書提出時において、「経営者確認書」および適正な会計処理のた

めの「基本業務、会計処理チェックリスト」を連結子会社社長名で当社社長あ

て提出を求めました。当該チェックリストにより、各連結子会社は、決算の際

に自社の業務処理および決算処理等の確認を行うことになり、不適切な会計処

理の防止につながります。また、自社の決算の最終的な責任者は自社の社長に

あるということを再度明確化しました。 

平成 19 年中間決算において、全連結子会社より経営者確認書およびチェッ

クリストを入手しております。 

今後、金融商品取引法における内部統制監査制度への対応とも関連付けて、

制度の充実を図ってまいります。 
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ロ．コンプライアンス研修の継続的実施   

   今回の不適切な会計処理が重大な法令違反や財務上の虚偽報告につながる

というリスク認識およびコンプライアンス意識が欠如していたことから、全体

的なコンプライアンス教育に問題があったとの反省に立ち、全従業員に対して

コンプライアンス研修を継続的に実施することにいたしました。 

平成 19 年 6 月 1日に結成した「コンプライアンスチーム」（※）が中心とな

って、コンプライアンス研修を計画的に実施しております。 

［平成 19 年 6 月以降のコンプライアンス研修実施状況＝12 月 14 日現在］ 

       ・グループ管理責任者会議での研修：6月 14 日・11 月 8 日（ 170 名受講） 

       ・グループ社長会での研修    ：7 月 23 日・11 月 8 日（ 183 名受講） 

       ・販売会社・関連会社新任役員研修：7月 23 日・11 月 8 日（ ,35 名受講） 

       ・新任管理者研修        ：8 月 11 日・11 月 8 日（ ,25 名受講） 

・幹部管理職研修        ：8 月 19 日・11 月 8 日（ ,17 名受講） 

・開発製造本部及び製造子会社研修：9月 28 日～11 月 7 日（2,419 名受講） 

       ・販売子会社・営業関連会社研修 ：9月 3日～12 月 14 日（3,432 名受講） 

       ・上記以外の当社の各地区での研修：9月 3日～11 月 16 日（ 568 名受講） 

       （各社社長・役員・管理職等で重複受講者含む） 合計  6,849 名受講 

 

       なお、第１回の研修は平成 20 年 2 月までには修了する予定です。 

 

      （※）コンプライアンスチーム 

       監査室、人事勤労部、業務監理室、営業業務監理室から横断的に組織し、コ

ンプライアンスに関わる研修内容の企画、研修の実施および進捗の確認等を

行っております。 

 

       これらの研修と並行して、今回の不適切な会計処理および起こりうる可能性

のある不祥事事例を含めた「不祥事事例集」を編纂するなど（12 月発行予定）、

グループ全体のコンプライアンス意識の向上に係る施策を進めております。 

 

③ 「経営監理委員会」の設置 

  平成 19 年 6 月 1 日付で、不適切な会計処理の発生防止および適正な取引と会

計処理の維持ならびに法令順守(コンプライアンス)の徹底を目的に「経営監理委

員会」を設置いたしました。 

同委員会は、全取締役および本部制の本部長、副本部長ならびに在京執行役員

で構成し、オブザーバーとして全監査役、アドバイザーとして外部専門家(公認

会計士)も出席しています。また、関係者として、総合企画部長、財務部長、人 
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事勤労部長、事務企画部長、総務部長、開発製造業務部長、業務監理室長、営業

業務部長、営業業務監理室長、海外事業部長および業務監理室と営業業務監理室

は全員出席、事務局は監査室長および内部統制監理室長が担当しています。 

同委員会では 

・再発防止策の進捗状況把握とその確実な実行のフォロー 

・開発製造本部業務監理室、営業本部営業業務監理室からのモニタリング状況

報告の検証 

・監査室からの監査報告の検証 

・コンプライアンス徹底状況のフォロー 

を実施し、問題が検出された場合は、直接担当部署へ指示する権限を有して

おります。 

      経営監理委員会の開催実績と主な議題は以下のとおりです。 

      ［経営監理委員会開催実績］ 

・第 1回：平成 19 年 6 月 21 日 

・第 2回：平成 19 年 7 月 27 日 

・第 3回：平成 19 年 8 月 31 日 

・第 4回：平成 19 年 9 月 27 日 

・第 5回：平成 19 年 10 月 30 日 

・第 6回：平成 19 年 11 月 30 日 

      ［主な議題］ 

・コンプライアンス研修計画及び研修実施状況 

（担当：コンプライアンスチーム） 

・開発製造関連 再発防止策の進捗状況及び月次モニタリング状況 

（担当：業務監理室） 

・販売会社、営業関連会社の社内監査実施状況及び月次モニタリング状況 

（担当：営業業務監理室） 

・監査報告 

（担当：監査室） 

・その他 

倫理ホットラインの周知徹底状況 

         前回指摘事項の対応状況 等 

       上記の議題により、再発防止策の進捗状況把握とその確実なフォローが行わ

れております。 
      （モニタリングにかかわる組織体制については、別紙１ をご参照願います。） 
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（

① 製

２）開発製造本部にかかわる組織体制と業務プロセスの改善 

造子会社に対するモニタリング機能強化 

      製造子会社の総括窓口である開発製造業務部に利益目標とモニタリングの両

方の機能を持たせたことが、今回の不適切な会計処理の一因であることから、平

成 19 年 6 月 1 日付で、開発製造本部内に、利益責任を持たないモニタリング機

能を担う本部長直轄の専門部署として「業務監理室」を新設し、製造子会社に対

してモニタリングを実施しております。モニタリング結果については（１）③記

載のとおり「経営監理委員会」に毎月報告しております。 

 

イ．原価管理と型式別原価の見積りシステムの構築 

       製造子会社のうち松山製造所、熊本製造所、新潟製造所、邦栄製造所が編成

する予算の内、原価・仕掛の年度予算の設定手順を明確にし、「型式別原価」（※

１）「仕掛金額・仕掛日数」（※２）の予算の妥当性およびモニタリングの基準

値(＝予算値)の信頼性を確保するため、平成 19 年 10 月 1 日付で「予算設定要

領／原価・仕掛」を制定いたしました。松山製造所と熊本製造所では、一部運

用を開始しておりますが、新潟製造所および邦栄製造所においては、予算シス

テムの構築・改善が必要になりますので、平成 20 年 3 月までに必要なシステ

ムの構築・改善を完了する予定で推進しております。 

      （※１）型式別原価とは、製品の型式ごとの変動費と加工費（直接工の作業時

間および機械加工時間で計算）ならびに型治具費から算出する予算算

定上の見積り原価のことです。ただし、機械加工時間と型治具費につ

いては、松山製造所および熊本製造所においてのみ使用しています。 

      （※２）仕掛金額とは、製品等の生産途中の未完成品にかかる変動費と加工費

ならびに型治具費の合計金額をいい、仕掛日数とは、その仕掛金額が

何日分の生産量に相当するかを表す日数のことです。 

 

ロ．モニタリング指数の設定およびチェック 

業務監理室では、製造子会社における製造原価等の推移に係るモニタリング

を実施しております。モニタリングは、不適切な会計処理が行われていた項目

を中心に、モニタリングに有効な指数を設定し、平成 19 年 7 月（6月分）から

行っております。主要なモニタリング項目および判断基準は以下のとおりです。 

      ・型式別原価（予算対比で判定） 

      ・仕掛金額および仕掛日数（予算対比・前月対比で判定） 

      ・建設仮勘定（前月対比および対計画遅れで判定） 

      ・買掛金金額（前月対比および手書き伝票の金額で判定） 

      モニタリング指数については各製造子会社社長宛に「モニタリング結果報告 
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書」を送付し、異常値については期限を定めて、その理由および是正内容を記

載した「回答書」を提出させております。 

       平成19年11月末時点において10月分までのモニタリングを実施しました。

判定基準をオーバーしたものについて、業務監理室で上記の「回答書」を基に

要因を確認した結果、一部処理誤りが発見されましたが、適切に是正いたしま

した。 

 

ハ．製造子会社における最終棚卸高確定までのチェックとフォローアップ 

今回の不適切な会計処理が、実地棚卸から最終の棚卸高確定までの修正過程

で行われていたことから、平成 19 年 9 月中間決算棚卸においては業務手順を

標準化し、併せて監視体制を強化しました。 

平成 19 年 9 月 21 日付で開発製造本部より、12 月決算会社である井関農機（常

州）有限公司を除く全製造子会社宛に「棚卸実施について」の文書を発信し、 

・実地棚卸作業は「実地棚卸業務基本要領」に準拠すること 

・棚卸データは「棚卸資産確定要領」に準拠すること 

を徹底しました。 

「実地棚卸業務基本要領」では、事前準備として棚卸日程計画、棚卸実施体

制、棚卸指示書の作成を義務付けております。棚卸日程計画には棚卸準備から

部品等の移動停止、棚卸日、棚卸現品票の集計、原価報告までを織込んだ日程

表の作成、棚卸実施体制は責任者と担当者を明らかにし、保管場所の整理整頓、

棚卸調査の相互牽制体制が取り組めるよう事前に人員配置を行うこと、棚卸指

示書は棚卸実施範囲、現品調査の方法等の具体的な進め方を織込み実施要領を

徹底しております。また、棚卸当日では、現品票の記入方法から預かり品・預

け品の処理方法に至る細部にわたり処理を統一しました。さらに、帳簿残高と

実地棚卸高との差異については、差異調査結果を担当者印、審査印、所属長印

の承認を得て管理部署に提出しますが、管理部署において適正に修正すべきと

判断されるものについてのみ責任者の承認後、棚卸データの修正を行うことに

しました。 

      （これら一連の業務の流れについては、別紙２ をご参照願います。） 

       「棚卸資産確定要領」では、実地棚卸の初期の集約表（「B表」と呼称）から、

修正した最終棚卸表（「C表」と呼称）に至るまでの修正処理手順を規定し、修

正処理の各段階において必要な牽制機能を導入しました。 

      （これら修正処理手順については、別紙３ をご参照願います。） 

       平成 19 年 9 月中間決算棚卸ではこれらの実施体制の整備に加えて、モニタ

リング体制も強化しました。監査室・財務部・業務監理室が実地棚卸状況と棚

卸確定状況を確認し、業務監理室は「現品調査チェックリスト」、「実地棚卸 
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チェックリスト」、「棚卸修正データチェックリスト」、「実地棚卸確定処理依頼

書」等の様式に基づき処理の適正性を検証しました。 

これらのモニタリングの結果、当中間決算棚卸において不適切な会計処理に

つながる事象は発生しておりません。一部軽微な不備は発生しておりますが、

その内容ついて、業務監理室が「棚卸監査指摘事項と対応内容」に集約し、次

の棚卸（平成 20 年 3 月決算棚卸）までに整備し、改善いたします。 

 
ニ．ＩＴによるシステム改善 

今回の不適切な会計処理が、毎月の原価報告書データを作成する手順の中で

責任者の承認が行われることなく実施されていたことから、上記ハ．で記載し

た業務処理手順を導入するとともに、ＩＴ統制による改善を図っております。

具体的には、松山製造所と熊本製造所において、月次原価報告書データの修正

データについて、システムから一覧表として出力できるように改善、松山製造

所と熊本製造所ならびに邦栄製造所において、実地棚卸修正データについて、

修正内容（「B表」から「C表」までの修正データ）を全てシステムから出力で

きるように改善いたしました。また、原価計算システムのデータ保存期間を棚

卸表などの会計帳簿は 10 年、その他の帳票については 5 年保存に運用を変更

しました。 

なお、内部統制監査制度への対応のため各製造子会社において、業務フ  

ロー・業務記述書・RCM(リスクコントロールマトリクス)を作成中ですが、Ｉ

Ｔ統制に依拠すべき統制活動が検出された場合は、プログラム開発によるシス

テム改善を図っていく予定です。 

 

ホ．開発製造本部および製造子会社のコンプライアンスのフォローアップ 

「業務監理室」は、前述の「コンプライアンスチーム」のメンバーとして、      

開発製造本部および製造子会社のコンプライアンス研修を実施しております。 

  （実績につきましては、「（１）② ロ．コンプライアンス研修の継続的実施」

照願います。） をご参

 

   ② 開発製造本部による製造子会社に対する管理指導の充実およびコミュニケーショ

ンの活性化 

      開発製造本部において、製造子会社に対する管理指導およびコミュニケーショ

ンの活性化を図るために、平成19年8月から内部統制会議を開催しております。

内部統制会議は、開発製造本部が製造子会社の社長および内部統制の責任者に対

して内部統制に関連する事項の説明や製造子会社との意見交換を主な実施事項

とし、毎月開催しております。 
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また、製造子会社の業務改善の実施においては、製造子会社自体で解決できな

い課題について、開発製造本部と製造子会社で人的支援も含め協同して推進して

おります。 

 
（３）モニタリング体制の強化 

① 監

② 製

査室の強化 

監査室の監査についても、今回の不適切な会計処理を発見できなかったことを     

反省し、監査室の体制を強化いたしました。平成 19 年 6 月 1 日付で人員を 4 名

から 7名に増員し、ＩＴに精通した事務企画部出身者、決算処理に精通した財務

部出身者等を配属いたしました。 

また、内部監査の実施については、従来 2年に１回程度のサイクルで連結子会

社監査を実施していた通常の監査を毎年１回の実施に改め、監査時の改善指摘事

項のフォローアップの監査も重点的に実施し、これらの監査結果について（１）

③記載のとおり「経営監理委員会」に報告しております。 

 ［監査実績］ 

平成 19 年 6 月～12 月 14 日までの監査実績 

・通常の監査：連結子会社 14 社 

      ・フォローアップの監査：2社 

また、製造子会社に対しては、通常の監査と中間決算に係る監査を実施いたし

ました。 

     ［監査実績］ 

      ・通常の監査：2社（上記［監査実績］の連結子会社数に含む。） 

      ・中間決算に係る監査：5社 

     通常の監査、（フォローアップの監査、）製造子会社の中間決算に係る監査とも、 

ほぼ予定通りのスケジュールで行っております。 
     監査の結果問題のあった事象については、既に対応済みです。なお、現時点で  

不適切な会計処理の再発につながるような問題は報告されておりません。 
 

造子会社以外の連結子会社に対する経常的モニタリング機能強化 

イ．連結販売子会社および営業関連会社（以下、販売子会社等）の社内監査体制 

販売子会社等のうち比較的規模の大きい販売子会社には、社内監査体制とし

て外部の専門家および社内監査担当者を配置いたしました。それ以外の販売子

会社等については、管理部門責任者または担当者を社内監査担当者に任命いた

しました。 

平成 19 年 6 月 14 日のグループ管理責任者会議において「販売会社における

内部監査について」を通知し、7月以降共通の監査基準に基づき社内監査を実 
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施しております。監査結果については、それぞれ各社の取締役会に報告し、写

しを当社の営業業務監理室および監査室に提出しております。 

 

ロ．「営業業務監理室」の設置 

   平成 19 年 6 月 1 日付で、営業本部長直轄の部署として「営業業務監理室」

を設置し、販売子会社等における経常的モニタリングを実施しております。 

営業業務監理室では、販売子会社等からの社内監査結果報告について内容の精

査および指導を行い、結果を毎月の「経営監理委員会」に報告しております。 

 また、今回の不適切な会計処理の対象が棚卸資産であったことに鑑み、販売

子会社等が独自に設定・運用していた実地棚卸について、平成 19 年 11 月に「棚

卸実施要領」を制定し、平成 19 年 12 月の販売子会社決算期末より運用する予

定です。 
 モニタリングについては、平成 19 年 11 月以降、内部統制監査制度の重点勘

定科目である売掛債権および棚卸資産について指数を設定し、異常値の有無を

確認しています。また、特に決算時においては売上の期間帰属の適正性を重点

的に監視する予定です。 

 なお、「営業業務監理室」は、前述の「コンプライアンスチーム」のメン   

バーとして、販売子会社等のコンプライアンス研修を平成 19 年 9 月より実施

しております。 

      （実績につきましては、「（１）② ロ．コンプライアンス研修の継続的実施」

をご参照願います。） 

 
（

（

４）管理部門の計画的な人事ローテーション 

不適切な会計処理が長期間発見されなかった要因の一つが人事の停滞にあった

との反省のもと、継続的に製造子会社を中心とした管理部門の強化ならびに監査体

制強化のための人事異動を実施しております。また、新入社員の採用においては、

経理の専門的知識を有する人材を製造子会社に配属しました。 
今後も、製造子会社の管理部門の担当者について、製造子会社間、製造子会社と

開発製造本部間などでの計画的なローテーションを実施するとともに、経理の専門

知識を有する人材を継続して採用してまいります。 
 

５）その他 

金融商品取引法の内部統制監査制度に対応するため、現在、業務のフローチャー

ト・業務記述書・RCM（リスクコントロールマトリクス）を連結子会社および各部

署で作成中です。構築・評価の過程で内部統制の不備が発見された場合は速やかに

是正し、適正な内部統制システムの構築に努めてまいります。 
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なお、平成 19 年 6 月以降は、「経営監理委員会」と「内部統制推進委員会」を同

日に開催し、進捗状況をフォローしております。 

 
 
   上記に記載のとおり、当社といたしましては、改善措置をほぼ計画通り実施している

ものと認識いたしております。 
 
 

     当社は、今後も、株主の皆様をはじめ、投資家の皆様ならびに関係各位に対して適切

な情報開示を行い、証券市場はじめ社会からの信頼の回復に努めてまいりますので、何  

卒ご理解いただきまして、今後ともご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 
 

以 上 



　監査報告（月次）
年1回監査実施。
尚、製造子会社に
ついては、年2回
決算監査を行う。

　　報告（月次） 　　　　報告（月次）

  ※報告書(写)と
　　改善報告(写)
　　を監査室へ
　　送付する。

　　　　・監査結果
　　　　・期末棚卸最終 ・モニタリングおよび指導
　　　　　確定状況等報告 指導 ・期末棚卸最終確定状況

・等報告

　　　　社内監査 　製造子会社

・　・　・　 ・　・　・　

各営業拠点 松山 熊本 新潟 邦栄 その他
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【　モニタリングにかかわる組織体制　】

（18社）

（3社）

＜監査実施＞

（
　

別
紙

　
１

　
）

監査室

　　経 営 監 理 委 員 会
　　　　委　 員 　長：社長
　　　　委員　　  員：全取締役
　　　　事　 務　 局：監査室、内部統制監理室
　　　　ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ ：全監査役

販売会社社内監査担当

　
　＜販売子会社等の経常的ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ＞

　・社内監査実施状況の把握とﾌｫﾛｰ
　・売掛債権、棚卸資産の月次実績の
　　把握と期末棚卸の最終確定状況の
　　ﾌｫﾛｰ
　・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽのﾌｫﾛｰ
　・以上に関する販売子会社等指導
　　（経営監理委員会へ月次報告）

　
　＜原価監理＞
　＜製造子会社の経常的ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ＞

　・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計数の制定と月次ﾓﾆﾀ
　　ﾘﾝｸﾞ実施
　・期末棚卸最終確定状況のﾁｪｯｸ
　　とﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
　・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽのﾌｫﾛｰ
　・以上に関する製造子会社指導
　　（経営監理委員会へ月次報告）

　　　 不適切な会計処理の発生防止、
　　　　ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹底。

　・再発防止策の進捗状況把握とその
　　確実な実行のﾌｫﾛｰ
　・開発製造本部業務監理室、営業本部
　　営業業務監理室からのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ状況
　　報告の検証
　・監査室監査報告の検証
　・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ徹底状況ﾌｫﾛｰ

営業関連会社社内監査担当

営業本部
営業業務監理室

　開発製造本部
業務監理室



　（　別紙　2　）

登録番号 訂正　　　：

付図 1 :実地棚卸の流れ図
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実地棚卸業務基本要領

主管　　　：　　業務監理室420703

工務課(各現業部署） 管理部署
担当外管理者
若しくは第3者

保管場所の整理整頓

2人1組で調査

校正済計量器使用

指示書に従い記入

現品票(副)を現品に添付 付表1　　　　　NG

回収漏れが無きよう回収 　　　　　　　　OK

記入内容・捺印等チェック 　　　　NG

使用枚数チェック

　　　　　　　OK

現品票すべて入力

帳簿と照合し差異確認

差異追究

追究基準に基づき調査

実地棚卸ﾁｪｯｸﾘｽﾄでﾁｪｯｸ

                        NG

棚卸表修正 　　　　　　　　OK

詳細は棚卸資産確
定要領(登録番号
42704）による

担当部署

棚卸残高確定・帳簿へ
の修正手続き

使用済・未使用・書き損じ
等を分けすべてを記入

作業

現品調査チェックリストで
調査を検証

実地棚卸計画書作成(①
日程計画②実施体制③指
示書等)

預け品を払出台帳と保管
証明書とを照合

業務監理室

開発製造関連会社

計画書作成
・発行

棚卸準備

現品調査

現品票配布

現品票回収

現品票
ﾁｪｯｸ

現品票使用
報告書作成

現品票提出 現品票集約

現品票
添付

現品票入力

差異調査表
発行

差異調査

差異調査表
提出

差異調査表
集約

棚卸表修正

チェック

チェックリスト
回収

チェックリスト
提出

現品票記入

預け品と
払出台帳とを照合

帳簿との照合

棚卸残高
確定・修正手続

チェック



　（　別紙　3　）

登録番号 訂正　　　：

付図 1 : 棚卸表修正処理の流れ図
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棚卸資産確定要領

主管　　　：　　業務監理室420704

(棚卸資産修正日程管理は、財務部発行の日程を基本とする。）

修正データ作成

修正データのチェック NG

   OK

棚卸表修正データ登録

修正データ一覧表出力

(抜取り）

NG

  　　　　OK

修正理由書・棚卸総括表作成

責任者承認                NG

業務監理室承認   OK

実地棚卸確定処理   　　            NG

       　　OK

棚卸表修正前･後の計数チェック

NG

実地棚卸確定処理完了書作成

   OK

実地棚卸確定処理完了 (送付）

松山・熊本製造所 松山・熊本製造所以外の関連会社

(松山・熊本・製造所以外の関連会社)

販売部品の仕掛追加

型治具費の仕掛評価追加

NG　　　　　　　　

   OK

責任者承認

                    NG

    OK  　　　          NG

　　　　　OK

棚卸残高移行処理

追加内容の計数チェック ＮＧ

　ＯＫ

棚卸残高移行完了書作成

(送付）

(財務システムへの移行完了）

※販売部品・型治具費仕掛評価追加業務は、（株）井関松山製造所、（株）井関熊本製造所のみ行う。

実地棚卸確定処理依頼書（付図3)作
成

販売部品仕掛･型治具費仕掛評価追
加をチェック

業務監理室　販売部品･型治具費仕
掛追加データチェックシート(付図4)で
チェック

棚卸残高移行処理依頼書作成し、財
務システムへの移行依頼する。

棚卸残高移行処理(財務部へ決算報
告)

実地棚卸確定処理完了書の写しを
業務監理室へ送付

棚卸残高移行完了書の写しを業務
監理室へ送付

棚卸修正データチェックシート(付図
2）でチェック

現品票（又は棚卸リスト）データ
登録

作業
システム担当部署

担当部署

業務監理室
担当者 責任者

開発製造関連会社管理部署

棚卸表
（初期)

修正理由書

承認

修正処理

修正ﾃﾞ-ﾀ

修正データ
一覧表

確定処理

計数確認

修正ﾃﾞｰﾀ
作成

総括表

修正ﾃﾞｰﾀ
登録

確定処理
完了書

製造所担当
責任者へ連絡

型治具費の
仕掛評価

チェック

チェック

承認

棚卸表
(確定)

販売部品の
仕掛データ

チェック

棚卸残高

移行処理依頼

承認

承認

棚卸残高
移行処理

計数確認

棚卸残高
移行完了書

棚卸残高
移行完了

製造所担当
責任者へ連絡

棚
　
　
　
卸
　
　
　
表
　
　
　
確
　
　
　
定

※
販
売
部
品
・
型
治
具
費
仕
掛
評
価
追
加

実地棚卸確定

処理依頼

登録処理

棚卸残高
移行処理

棚卸残高
移行完了

確定完了書
(保管)

移行完了書
(保管)
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